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今回のＦＯＭＣでは、現状判断で

た。また、

目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に委員会の対称的な目標

である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想しているとの見方を
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て、ＦＲＢは予想通り政策金利

声明文の詳細をみていく。

したことを受け、

いる」から上方修正された。

需要項目別では、家計支出が「

とを示している

強い伸びを

雇用判断は、

スを強め、失業率は低いままだった

率は低下した

インフレに関しては、ＰＣＥコアデフレーターが

ーターが同＋

ギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった

ギー・食品を除くイン

いることが

じて小幅の変化にとどまった」と判断は変更されず、物価統計の上振れが、期待インフレに影響してい

ないとの見方が示された。

金融政策の見通しは、「委員会は、さらなる緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持

続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフ

レ率と整合すると予想している」とＦＲＢの目標を達成するためには緩やかな利上げ継続が必要との判

断を示した。また、経済見通しのリスクでは前回同様「経済見通しのリスクは概ね均衡している」と判

断された。

今回の金融政策の決定については、「委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮し

て、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

見通しに基づき

続き緩和的で、それにより労働市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支え

ていく」と引き続き金融政策は緩和的であり、２％のインフレ目標の回帰の妨げになっていないとの見

方を示した。

今後の金融政策を決定するうえでの判断材料は、「ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と

規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的な２％のインフレ目標との比較

見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金

融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する」とこれまでと全く変わっていない。
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よる強硬な通商政策の悪影響が懸念されているものの減税や歳出拡大等もあり景気・雇用は堅調な状況

を続けると見込まれる一方、ＰＣＥコアデフレーターが２％程度で推移すると予想されることから、９、

12 月にＦＲＢは利上げを

市場が混乱すれば利上げを一時的に見送る可能性がある。一方、賃金の上昇ペースが緩やかなものとな

るほか、ＦＲＢはインフレ目標である２％をインフレが一時的な要因で上振れても容認する姿勢を示し

ているため、四半期に１回程度の利上げペースを速める可能性は低いとみられる。
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レ率と整合すると予想している」とＦＲＢの目標を達成するためには緩やかな利上げ継続が必要との判

断を示した。また、経済見通しのリスクでは前回同様「経済見通しのリスクは概ね均衡している」と判
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今後のＦＲＢの金融政策の当社見通しは変わらず、
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ているため、四半期に１回程度の利上げペースを速める可能性は低いとみられる。
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続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフ

レ率と整合すると予想している」とＦＲＢの目標を達成するためには緩やかな利上げ継続が必要との判

断を示した。また、経済見通しのリスクでは前回同様「経済見通しのリスクは概ね均衡している」と判

今回の金融政策の決定については、「委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮し

ことを決定した」と上述のような経済の現状、

決定したとの判断が示されたうえ、「金融政策のスタンスは引き

続き緩和的で、それにより労働市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支え

ていく」と引き続き金融政策は緩和的であり、２％のインフレ目標の回帰の妨げになっていないとの見

今後の金融政策を決定するうえでの判断材料は、「ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と

で経済状況の実績と

見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金

融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する」とこれまでと全く変わっていない。 

年に４回の利上げを予想する。トランプ政権に

よる強硬な通商政策の悪影響が懸念されているものの減税や歳出拡大等もあり景気・雇用は堅調な状況

を続けると見込まれる一方、ＰＣＥコアデフレーターが２％程度で推移すると予想されることから、９、

月の中間選挙の結果を受け金融

市場が混乱すれば利上げを一時的に見送る可能性がある。一方、賃金の上昇ペースが緩やかなものとな

るほか、ＦＲＢはインフレ目標である２％をインフレが一時的な要因で上振れても容認する姿勢を示し
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レポート 

2016年末

2017年末

2018年末

2019年末

2020年末

長期



 

 

○18年7月

ていない）

６月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

と企業の設備投資は

レは、２％

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

1.75-2.00％に

場の状況のさらにいくらか

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

を考慮する。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード

ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。

 

月31日､8月

ていない） 

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

企業の設備投資は強い伸び

レは、２％付近にとどまった

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

％に据え置く

場の状況のさらにいくらか

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

を考慮する。 

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、

、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード

ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。

月1日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

強い伸びとなった

付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。 

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

据え置くことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、

、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード

ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。

 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

となった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

の改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、

、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード

ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

の改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、

、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード

ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。 

FED Watching

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

の改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、

、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード

FED Watching 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強い

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

の改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。 

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ

、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

 ／ マクロ経済分析

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

力強いペースで拡大している

いままだった

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

 

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ジョン・ウィリアムズ

、エスター・ジョージ
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日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

拡大している

いままだった。家計支出

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。 

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ジョン・ウィリアムズ副委

エスター・ジョージ、
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レポート 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記し

拡大している

家計支出

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

 

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

副委

、



 

 

○18年6月

ない） 

５月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

家計支出が

インフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近づいた。中長

は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率

リスクは概ね均衡している。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

1.75-2.00％

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

な２％のインフレ

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

を考慮する。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

 

月12､13日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

家計支出が加速したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

インフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近づいた。中長

は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率

リスクは概ね均衡している。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

％に引き上げる

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

２％のインフレ目標

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

を考慮する。 

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

インフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近づいた。中長

は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率

リスクは概ね均衡している。 

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

引き上げることを決定した。金融政策のスタン

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

インフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近づいた。中長

は総じて小幅の変化にとどまった。 

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタン

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

インフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近づいた。中長

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタン

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。 

FED Watching

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

インフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近づいた。中長

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

FED Watching 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は堅調な

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低下

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

インフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近づいた。中長期のインフレ期待を示す指標

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

、力強い労働市場の維持、中期的に

と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

スは引き続き緩和的で、それにより労働

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

 ／ マクロ経済分析

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

堅調なペースで拡大している

低下した。最近のデータは

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

期のインフレ期待を示す指標

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

、力強い労働市場の維持、中期的に

予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

スは引き続き緩和的で、それにより労働

市場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。 

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と

との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、
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マクロ経済分析レポート

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

ペースで拡大している

した。最近のデータは

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

期のインフレ期待を示す指標

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

、力強い労働市場の維持、中期的に

予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

スは引き続き緩和的で、それにより労働

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、
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レポート 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

ペースで拡大している

した。最近のデータは

したことを示している。一方、企業の設備投資は強い伸びを続けた。前年比で、全体の

期のインフレ期待を示す指標

さらなる

、力強い労働市場の維持、中期的に

予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

スは引き続き緩和的で、それにより労働

対称的

との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、



 

 

○18年5月

い） 

３月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

ることを示している。雇用は最近数か月に

のデータは家計支出が第４四半期の堅調な

資は強い伸びを続けた

づいた。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかな金融政策スタンスの調整によって、経済活動は中期的に緩

場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は、中期的には委員会の

近で推移する

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

1.50-1.75％に

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

 

 

月1､2日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

ることを示している。雇用は最近数か月に

のデータは家計支出が第４四半期の堅調な

資は強い伸びを続けた

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかな金融政策スタンスの調整によって、経済活動は中期的に緩

場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は、中期的には委員会の

近で推移すると予想される。経済見通しのリスクは概ね均衡しているようだ。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

％に据え置く

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

ることを示している。雇用は最近数か月に

のデータは家計支出が第４四半期の堅調な

資は強い伸びを続けた。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかな金融政策スタンスの調整によって、経済活動は中期的に緩

場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は、中期的には委員会の

と予想される。経済見通しのリスクは概ね均衡しているようだ。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

据え置くことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後入手するデータがもたらす経済見通し次第である。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

 

 

 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

ることを示している。雇用は最近数か月に平均で

のデータは家計支出が第４四半期の堅調なペース

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

指標は総じて小幅の変化にとどまった。 

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかな金融政策スタンスの調整によって、経済活動は中期的に緩

場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は、中期的には委員会の

と予想される。経済見通しのリスクは概ね均衡しているようだ。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

入手するデータがもたらす経済見通し次第である。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

平均で増加ペースを強め、失業率は低いままとなった。最近

ペースから鈍化したことを示している。

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかな金融政策スタンスの調整によって、経済活動は中期的に緩

場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は、中期的には委員会の

と予想される。経済見通しのリスクは概ね均衡しているようだ。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

入手するデータがもたらす経済見通し次第である。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ。 

FED Watching

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

増加ペースを強め、失業率は低いままとなった。最近

から鈍化したことを示している。

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかな金融政策スタンスの調整によって、経済活動は中期的に緩やかなペースで拡大を続け、労働市

場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は、中期的には委員会の

と予想される。経済見通しのリスクは概ね均衡しているようだ。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

入手するデータがもたらす経済見通し次第である。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

FED Watching 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

増加ペースを強め、失業率は低いままとなった。最近

から鈍化したことを示している。

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

やかなペースで拡大を続け、労働市

場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は、中期的には委員会の対称的な

と予想される。経済見通しのリスクは概ね均衡しているようだ。 

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。 

、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

入手するデータがもたらす経済見通し次第である。 

委員長、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、

 ／ マクロ経済分析

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

増加ペースを強め、失業率は低いままとなった。最近

から鈍化したことを示している。一方、企業の設備投

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

やかなペースで拡大を続け、労働市

対称的な目標である２％

 

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

 

、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、
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マクロ経済分析レポート

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

増加ペースを強め、失業率は低いままとなった。最近

一方、企業の設備投

。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％に近

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

やかなペースで拡大を続け、労働市

目標である２％付

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、
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レポート 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記していな

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は緩やかなペースで拡大してい

増加ペースを強め、失業率は低いままとなった。最近

一方、企業の設備投

に近

。市場ベースの期待インフレを示す指標は低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示す

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

やかなペースで拡大を続け、労働市

付

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

委員会は、経済状況がＦＦ金利のさらなる緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

、ウィリアム・ダドリー副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター、
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は家計支出、企業の設備投資の伸びが

年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％を下回り続けた。市場ベースの

期待インフレを示す指標は最近数か月に上昇したが低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示

す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。

カ月に強くなった

に緩やかなペースで拡大を続け、労働市場は力強さを維持すると予想している。インフレ率は

月で上昇し

リスクは概ね均衡したようだが、委員会はインフレ動向を注視する。
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ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ
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は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後入手するデータがもたらす経済見通し次第である。
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対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。
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、中期的には委員会の目標である２％付近で安定すると予想される。短期的な経済見通しの

リスクは概ね均衡したようだが、委員会はインフレ動向を注視する。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働

の改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。
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は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後入手するデータがもたらす経済見通し次第である。
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年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％を下回り続けた。市場ベースの
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の改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。
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インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。
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 ／ マクロ経済分析
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失業率は低いままとなった。最近のデータ
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Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後入手するデータがもたらす経済見通し次第である。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジャネット・イエレン委員長、ウィリアム・ダドリー副委

ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

ジェローム・パウエル、ランダル・クオールズ、ジョン・ウィリアムズ

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。

FED Watching
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月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は堅調なペースで拡大している

雇用、家計支出、企業の設備投資の伸びは堅調で、失業率は低いままとなった

年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％を下回り

低いまま、調査ベースの中長期のインフレ期待を示

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、

タンスの調整によって、経済活動は緩やかなペースで拡大を続け、労働市場は力強

、中期的には委員会の目標である２％付近で安

定すると予想される。短期的な経済見通しのリスクは概ね均衡したようだが、委員会はインフレ動向を

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

場の状況のさらにいくらかの改善と２％のインフレ率への回帰を支えていく。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。
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Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後入手するデータがもたらす経済見通し次第である。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジャネット・イエレン委員長、ウィリアム・ダドリー副委

、ラエル・ブレイナード、

ジョン・ウィリアムズ
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タンスの調整によって、経済活動は緩やかなペースで拡大を続け、労働市場は力強

、中期的には委員会の目標である２％付近で安

定すると予想される。短期的な経済見通しのリスクは概ね均衡したようだが、委員会はインフレ動向を
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緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

の実際の道筋は、今後入手するデータがもたらす経済見通し次第である。 
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タンスの調整によって、経済活動は緩やかなペースで拡大を続け、労働市場は力強

、中期的には委員会の目標である２％付近で安

定すると予想される。短期的な経済見通しのリスクは概ね均衡したようだが、委員会はインフレ動向を

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

 

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。

対称的なインフレ目標との比較で、委員会はインフレ目標達成に向けた進展の実績と予測を注視する。

緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジャネット・イエレン委員長、ウィリアム・ダドリー副委

、ラエル・ブレイナード、ロレッタ・メスター
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ことを決定した。金融政策のスタンスは引き続き緩和的で、それにより労働市

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と２％の

インフレとの比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を示す指標、イ

ンフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報を考慮する。
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緩やかな引き上げを正当化する形で改善すると予測する。Ｆ

Ｆ金利は当面、長期的に到達すると見込まれる水準を下回って推移する可能性がある。ただ、ＦＦ金利

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジャネット・イエレン委員長、ウィリアム・ダドリー副委

ロレッタ・メスター、
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